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１　はじめに 

　本市では、「信頼される公教育」の実現に向け、学校と家庭・地域、

関係機関がそれぞれの教育力を生かしながら、連携・協働による教育活

動の充実に取り組んでいます。 

　学校には、保護者や地域住民（以下「保護者等」という。）から様々

な意見や要望、相談等が寄せられますが、その多くは教育活動を見直し、

改善を図るための重要な契機となるものです。これらを真摯に受け止め、

教育活動に生かしていくことが、「信頼される公教育」の実現につなが

ります。 

　保護者等との関係が、児童生徒の成長を支える協働関係であることを

踏まえ、保護者等からの意見や要望、相談等には、教育的観点から丁寧

に対応し、信頼関係の構築に努めることが重要です。 

　一方で、令和７年６月には「労働施策の総合的な推進並びに労働者の

雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律等の一部を改正する法律

（令和７年法律第６３号。以下『改正労働施策総合推進法』とい

う。）」が成立し、令和８年１０月から、カスタマーハラスメント防止

のための方針を明確化することが求められています。 

　教職員の勤務環境を害する過剰な苦情、不当な要求等に対しては、管

理職を中心に市教育委員会と連携しながら組織として適切に対応する必

要があります。 

　これらのことを踏まえ、本ガイドラインは、文部科学省や広島県教育

委員会が策定したガイドラインを参考に、学校が、家庭・地域とのより

良好な関係づくりを進めるための対応方針や日頃からの取組の留意点に

ついて示しています。 

　また、本ガイドラインは、市立学校（以下「学校」という。）におい

て、全ての教職員が市教育委員会と連携しながら組織として一貫した対

応を行うための指針として活用するとともに、その趣旨を家庭や地域と

も共有することで、相互理解と信頼関係の構築を図ることを目的として

おり、改正労働施策総合推進法において定めるべきとされている基本方

針として位置づけるものです。
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２　基本的な考え方 

(1)　良好な関係づくりを進めるための基本的な考え方 

家庭・地域と良好な関係づくりを進めるため、学校においては、

次の３つの考え方を基本とします。 

ア　子どもたちの安全・安心と成長が第一 

家庭・地域との関係づくりや課題解決に当たっては、常に「子

どもにとって何が最善か」という視点を共有し、子どもの安全・

安心と成長につながる対応を行う。 

イ　家庭・地域は協働するパートナー 

保護者等を、「共に子どもを育てるパートナー」として尊重し、

相互理解と信頼関係の構築を図る。積極的に学校の取組等につい

て情報発信を行うとともに、保護者等の意見や想いを丁寧に聞く

姿勢を持つ。 

ウ　教職員が働きやすい職場環境づくり 

教職員が一人で抱え込むことのないよう、学校全体で情報を共

有し、組織的に対応する。必要に応じて市教育委員会や関係機関、

専門家と連携しながら課題解決を図る。 

 

(2)　市教育委員会、学校、教職員が取り組むこと 

家庭・地域との良好な関係づくりを進めるため、市教育委員会、

学校、教職員は、それぞれ次のような取組を行います。 

ア　市教育委員会として取り組むこと 

(ｱ)　学校への伴走支援 

本ガイドラインの趣旨を周知し、教職員に対する研修の実施

等を通じて、保護者等への対応に関する知識や対応力の向上を

図り、学校と保護者等の信頼関係の構築を促進する。 

(ｲ)　保護者等の理解促進のための情報発信 

保護者等向けの広報や、教育方針の説明を通じて、学校運営

に関する方針や学校における対応状況や取組の進捗について、

丁寧かつ継続的な情報発信を行い、保護者等の理解を促進する。 
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イ　学校として取り組むこと 

(ｱ)　学校運営方針に関する理解を醸成 

学校運営の基本的な方針等を明確にし、教育活動の現状、課

題等について保護者等に対して十分な説明を行い、理解と協力

を求める。 

(ｲ)　保護者等との意見交換の機会の確保 

保護者等と双方向で意見交換をする機会を作り、保護者等の

意見や要望等を把握しつつ、学校からも学校運営などに係る情

報を提供する。 

 

ウ　教職員として取り組むこと 

(ｱ)　児童生徒等との信頼関係の構築 

日頃の教育活動の中で、一人一人の児童生徒との信頼関係を

深め、より良い関係を築く。 

担当者一人で抱えずに、他の教職員等と連携しながら関係を

深めていく。 

(ｲ)　日常的なコミュニケーション 

児童生徒の良い面や成長の様子を保護者に伝える。また、管

理職等を中心に保護者等への情報発信を心がける。 

(ｳ)　傾聴・受容・共感を基本とした保護者対応 

保護者等の相談を受ける際は、相手の思いを汲み取り、落ち

着いて話を聞く姿勢を基本としながらコミュニケーションを取

る。 

 

(3)　保護者等対応の原則　４つの柱 

実際に教職員が保護者等への対応を行う際は、次の４つの柱に基

づいて対応することが重要です。 

 

柱１　「事実を基に」対応する 

　５Ｗ１Ｈ（いつ・どこで・誰が・何を・なぜ・どのように）を確

認し、客観的な事実に立脚して対応する。 



4 

柱２　「誠意をもって」対応する 

　学校が把握している事実や指導方針の理由などについて、誠意を

もって説明する。 

　相手に不安、焦り、苛立ちといった感情が見られる場合は、その

心理的事実を受け止め、丁寧に対応する。 

 

柱３　「法的な根拠を踏まえて」対応する 

　教職員の経験や先例のみに頼らず、社会通念上のルールや法的根

拠に基づいて判断・対応する。 

 

柱４　「組織的に」対応する 

　担当者が抱え込まず、管理職や主任等に速やかに報告し、組織と

して一体的に動く。 

 

(4)　保護者等対応の手順例（全体の流れ） 

 対応内容 留意事項
 

基
本
対
応

ア　相談・要望の受付（初期

対応）

傾聴（30分～1時間）、要望を

把握する。
 イ　報告・確認・対応方針の

整理

５Ｗ１Ｈに基づく事実確認、対

応できる範囲を整理する。
 ウ　通常対応（１～２回目） 複数で対応し、対応方針を明確

に伝える。
 エ　社会通念上許容される範

囲を超えた言動に該当する

か判断

市教育委員会の担当課に相談

し、判断する。

 
社
会
通
念
超

オ　管理職を中心に対応（３

回目以降）

市教育委員会を通じて、法務専

門員等の知見を活用する。
 カ　対応の制限・終了の検討 相手が応じない場合、警察等の

関係機関に連絡する。
 

終
了

キ　対応後のフォロー 職員のメンタルケア、関係者へ

のフォローアップを行う。
 ク　再発防止措置 対応の振り返り、方針の再周知

を行う。
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(5)　保護者等対応の基本的な手順 

次のア～エは目安であり、実際には、状況に応じた柔軟な対応を

行います。 

ア　相談・要望の受付（初期対応） 

まずは丁寧に傾聴し、誠実に対応する。 

対応の記録を残す（意見や要望、相談等の内容によっては、ボ

イスレコーダー等を使用する。）。 

＜ポイント＞ 

相手の心理的事実を受け止める。事実関係が不明確なことにつ

いて即答しない。 

 

イ　報告・確認・対応方針の整理 

記録を基に速やかに管理職へ報告する。 

意見や要望・相談等の内容について事実関係（５Ｗ１Ｈ）を確

認する。 

学校として対応できる範囲を整理する。 

＜ポイント＞ 

小さなことでも速やかに報告する。 

 

ウ　通常対応（目安：１～２回目） 

複数の教職員で対応する。 

対応の時間は、原則として平日の放課後、３０分までを目安

（状況に応じて６０分程度まで）とする。 

イで確認、整理した「事実関係」「学校として対応できる範

囲」について説明し、解決に向けて話し合う。 

＜ポイント＞ 

組織的な対応方針であることを伝える。対応できる範囲を超え

た約束は安易にしない。 
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エ　市教育委員会との連携 

ウで解決に至らない場合、市教育委員会の担当課に相談する。 

また、「社会通念上許容される範囲を超えた言動」に該当する 

場合は、「３の(3)社会通念上許容される範囲を超えた言動への対 

応の手順」を目安とする。 

 

(6)　基本対応の３ステップ 

保護者等に対応する際には、訴え等を受け止める「初期対応」と、

管理職や主任等への「報告」、問題の解決に向けての「その後の対

応」の３ステップで組織的に対応します。 

 

ステップ１　初期対応 

ア　傾聴 

話を最後まで聴き、相手に不安や焦りの感情がある場合、その

心理的事実を受け止めながら共感を示す。 

イ　把握 

相手の主張と事実関係を可能な限り把握する。 

ウ　記録 

内容・日時・対応者を正確に記録しておく。 

エ　即答回避 

事実が不明な場合は「確認して連絡します。」と期限を示す。 

 

ステップ２　報告 

ア　速やかに上位職へ 

記録を基に、関係主任等から管理職の順に速やかに報告する。 

イ　「このぐらいなら」は厳禁 

どんな小さなことでも報告を怠らない。 

ウ　一人で抱え込まない 

一人で抱え込むと対応が遅れ、問題が深刻化するリスクがある。 
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ステップ３　その後の対応 

ア　事実関係の整理 

関係者から情報を収集し、客観的な事実を整理する。 

イ　組織対応 

組織として対応策を検討し、学校としての回答を決定する。 

ウ　面談の設定 

必要に応じ相手との面談を設定し、学校の回答を示す（複数の

教職員で対応するため、面談の形が望ましい。）。 

 

(7)　初期対応における「傾聴」による受け止め 

保護者等が来校して面談する場合や、電話で対応する場合は、ま

ず、保護者等からの意見や要望、相談等を正確に受け止めます。相

手に不安や焦りの感情が見られる場合は、その心理的事実を受け止

めながら、訴えの主な内容を把握し、記録します。 

「共に子どもを育てるパートナー」として尊重する誠実な気持ち

で対応します。それは、表情や態度、話し方にも現れます。その後

の対応を円滑に進めるためにも、初期対応を丁寧に行います。 

 

「傾聴」による受け止め 

相手の話を遮らず最後まで聴く。「相づち」「うなずき」「繰

り返し」で共感を示す。 

共感、感謝を示す表現で安心感・信頼感につなげる。「それは

大変でしたね。」「ご心配をおかけして申し訳ありません。」 

内容を要約して返す（明確化）も有効である。「つまり～とい

うことですね。」 

誤解や誤認があっても、すぐに否定せず最後まで聴く。 

こちらの意見は相手の話を十分に聞いた後で伝える。 

 

(8)　初期対応における把握・記録・即答回避 

事実を正確に把握し、記録に残すことが、その後の組織的な判断

や対応の前提となります。 
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ア　相手の意見や要望、相談等の把握 

相手が最も訴えたいことを「傾聴」の中で整理する。 

安易に「不当な要求」と捉えるのではなく、学校へのアドバイ

スであると考える。 

＜ポイント＞ 

傾聴しながら相手の本質的な訴えを見極める。 

 

イ　正確な記録 

相手の訴え、学校が説明した内容を記録する。 

※　意見や要望、相談等の内容によっては、相手に説明した上で

ボイスレコーダー等を使用する。 

警察への通報や訴訟に発展した場合の重要な「証拠」となるた

め、正確に記録する。 

＜ポイント＞ 

記録は後の組織対応・法的対応の根拠となる。 

 

ウ　対応を求められたら 

事実が明確でない場合は急いで回答しない。 

「事実を確認して改めて連絡します」と期限を明示する。 

謝罪する場合は「何に対する謝罪か」を明確にして心を込めて

謝罪する。 

＜ポイント＞ 

曖昧な回答は相手の誤解を招くため、即答を避ける。 

 

(9)　面談の三原則 

面談をする際に、次の三原則を守ることで、双方にとって良好な

関係を維持しやすくなります。 

また、事前に要件を聞いておくことで、適切な対応を行う準備を

整えることができます。 
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原則①　人の制限 

　複数の教職員で対応し、記録係、連絡係など役割分担を事前に決

めておく。 

　法定代理人である保護者と対応することが原則。事前に知らされ

ていない者が同行していたときは別室で待ってもらう等の対応を行

う。 

 

原則②　場の制限 

学校の応接室など、公的機関の開放された部屋で面談を行う。 

原則として市の管理権限が及ぶ場で対応する。 

 

原則③　時の制限 

対応可能な時間を事前に伝えておく。 

※　対応時間の目安は、３０分以内。 

原則平日の放課後、勤務時間内での対応となるよう設定する。 

 

(10) 対応が難しい場面の例、対応方法 

対応が難しい場合、市教育委員会と連携して対応方針を整理しま

す。 

なお、社会通念上許容される範囲を超えた言動に該当する場合は、

市教育委員会を通じて法務専門員等の知見を活用しながらその後の

対応を検討します。 

ア　謝罪や今後の対応について文書での回答を要求された場合 

文書で全てを表現することは難しく、不完全な内容が伝わった

場合、混乱を招く可能性があるため、原則として、保護者等個人

に向けた文書での回答は行わない。 

児童生徒、保護者等全体に向けて学校の方針を伝えることは有

効である。 

 

イ　頻繁に長時間に渡る訴えを受ける場合 

対応が長時間に及ぶことが予想される場合は、最初に対応でき
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る時間を伝えておく。 

時間が守られない場合は、対応の中止を検討する。 

社会通念上許容される範囲を超えた言動に該当する場合は、法

的な観点も踏まえ、その後の対応を検討する。 

 

ウ　威圧的な態度や、大きな声で怒鳴る等の行為を受ける場合 

安易に相手の要求を受け入れるのではなく、組織の方針に従っ

た対応を行う。 

部屋の出入り口付近では対応しない。 

再三の注意に応じない場合、対応の中止を検討する。 

社会通念上許容される範囲を超えた言動に該当する場合、法的

な観点も踏まえ、その後の対応を検討する。 

 

エ　マスコミへ対応する場合 

対応窓口を管理職の一人に一本化し、このことを教職員全員に

徹底する。 

マスコミに提供する情報の内容は、事前に市教育委員会と連携

する。 

 

オ　金銭を要求された場合 

学校だけの判断で補償等を承諾しない。 

教職員個人に対する支払いの要求には対応できない。 

金額が少額であっても応じない。 

金銭の要求を受けた場合は、速やかに市教育委員会に連絡し、

その後の対応を協議する。 

 

カ　相手に暴力的な行為や破壊的な行為が見られる場合 

ただちに行為の中止を求める。 

改善が見られない場合、対応を中止し、警察等の関係機関に連

絡する。 

暴力行為等につながる可能性がある場合は、事前に警察と連携
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しておくとともに、対応者からの合図を決めておくなど、すぐに

通報できる体制を整えておく。 

 

３　社会通念上許容される範囲を超えた言動への対応 

(1)　社会通念上許容される範囲を超えた言動に対する基本方針 

社会通念上許容される範囲を超えた言動から教職員を保護するた

め、改正労働施策総合推進法に基づき、次のとおり学校における基

本方針を定めます。 

 ①　社会通念上許容される範囲を超えた言動とは、学校等において行われる保護者

等の言動であって、教職員が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通

念上許容される範囲を超えたものにより、教職員の勤務環境が害されるものをい

う。 

②　社会通念上許容される範囲を超えた言動に対し、児童生徒の教育環境に及ぶ影

響等に十分に留意した上で対応の打切りや警察等の関係機関への通報等を行うな

ど毅然とした態度で対応する。 

社会通念上許容される範囲を超えた言動を受けた教職員からの相談等には、組

織的に取り組み、事実関係の確認や、当該教職員に対する配慮、社会通念上許容

される言動を行った者への対応などを実施する。 

社会通念上許容される範囲を超えた言動には該当しない正当な申し入れ等につ

いては、適切に対応する。 

③　社会通念上許容される範囲を超えた言動についての相談等を行った教職員のプ

ライバシーの保護及び秘密の保護並びに相談をしたこと等を理由とした不利益な

取扱いを行わないことを徹底する。 

④　社会通念上許容される範囲を超えた言動への対応の実効性を確保するため、研

修等により、教職員の意識の啓発及び知識の向上を図るとともに、社会通念上許

容される範囲を超えた言動の発生を未然に防止する上で重要となる、教職員の担

当業務・教育活動に対する習熟や、保護者等への対応力に努める。 

⑤　教職員自身も、職務において、保護者等又は他の事業主が雇用する労働者（任

命権者がことなう職員を含む。）に対して社会通念上許容される範囲を超えた言

動と同様の言動を行ってはならない。 

⑥　社会通念上許容される範囲を超えた言動の背景には、学校又は教職員の対応上

の課題や、保護者等とのコミュニケーション不足が存在する場合もあること留意

し、学校は必要に応じて自らの対応を振り返り、その改善に努める。
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(2)　学校で起こり得る社会通念上許容される範囲を超えた言動 

保護者等からの苦情や要求等が「社会通念上許容される範囲を超

えた言動」に該当するかどうかは、市教育委員会と連携の上、当該

要求等の「内容」や、当該要求等が行われる際の「手段・態様」に

ついて、総合的に勘案した上で、校長が判断します。なお、「社会

通念上許容される範囲を超えた言動」に該当するかどうかの判断に

当たっては、これまでの学校側の不適切な対応が当該言動の原因や

背景となっている場合があることにも留意する必要があります。 

 

ア　要求との内容が社会通念を超えるもの 

そもそも要求に理由がない又は学校における教育活動と関係の

ない要求 

学校の教育活動及び学校運営の範囲を著しく超える対応を求め

る要求 

対応が著しく困難又は対応が不可能な要求 

相当性を欠く賠償請求　　　等 

 

※　「障害を理由とする差別の解消の促進に関する法律」で規定

されている不当な差別的取り扱いをしないよう求めることや、

社会的障壁の除去を必要としている旨の意思を表明すること自

体は、「社会通念上許容される範囲を超えた言動」には当たら

ないことに留意すること。 

 

＜家庭からの具体例＞ 

・授業内容、宿題、座席配置等の細部にわたる過度な指定や変更要 

　求 

・正当な理由なく成績、評価、内申点の変更を求める要求 

・担任変更、異動、辞任等を執拗に求める要求 

・特定の児童生徒への特別扱いの要求 

・教職員個人に対する損害賠償の請求　　等 
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＜地域からの具体例＞ 

・学校管理外での児童生徒の行動への過度な対応を求める要求 

・児童生徒や教職員の個人情報の提供を求める要求 

・学校行事、部活動等の中止を執拗に求める要求や音に対する過度 

　な苦情 

・学校の教育活動に直接関係しない事項への対応要請　　等 

 

イ　手段・態様が社会通念を超えるもの 

 

 区分 言動の内容（事例）

 ○　身体的な攻撃 ・殴る、蹴る、叩く等の暴行を行うこと。 
・物を投げつけること。 
・わざとぶつかること。 
・つばを吐きかけること。

 ○　精神的な攻撃 ・校内の物を壊すことをほのめかす発言やSNS等のインタ

ーネット上へ悪評を投稿することをほのめかす発言によ

って教職員を脅かすこと。 
・SNS等のインターネット上へ教職員のプライバシーに係

る情報の投稿等をすること。 
・教職員の人格を否定したり、名誉を毀損したりするよう

な言動を行うこと。 
・土下座を強要すること。 
・盗撮や無断での撮影をすること。

 ○　性的な言動 ・教職員の性的指向・ジェンダーアイデンティティに関す

る侮辱的な言動を行うこと。 
・教職員の性的指向・ジェンダーアイデンティティ等の機

微な個人情報について、当該職員の了解を得ずに他の者

に暴露すること又は当該教職員が開示することを強要す

る若しくは禁止すること。 
・教職員の身体に触る、待ち伏せをする、つきまとう等を

行うこと。

 ○　威圧的な言動 ・大きな怒鳴り声をあげて教職員や周囲を威圧すること。 
・反社会的な言動を行うこと。

 ○　継続的、執拗な

言動

・深夜・休日の対応を強要すること。 
・同様の質問を執拗に繰り返すこと。 
・当初の話からのすり替え，揚げ足取り、執拗な責め立て

をすること。 
・同様の電子メール等を執拗に繰り返し送りつけること。

 ○　拘束的な言動 ・長時間にわたる居座りや電話で職員を拘束すること。 
・職場外である保護者等の自宅や特定の場所に呼びつける

こと。 
・校内施設からの不退去や不当な居座りを行うこと。
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(3)　社会通念上許容される範囲を超えた言動への対応の手順 

「社会通念上許容される範囲を超えた言動」に対する標準的な手

順を次のア～エとします。ただし、この手順は目安であり、実際の

状況により、早期に関係機関と連携を図る等、柔軟な対応を行いま

す。 

 

ア　管理職を中心とした対応（目安：３回目以降） 

市教育委員会の担当課が総務課（法務専門員等）と連携し、学

校の対応を支援する。 

保護者等への対応は管理職が中心となって行う。（必要に応じ

て、ボイスレコーダー等を使用する） 

「社会通念上許容される範囲を超えた言動」に対しては、要求

等に応えられないことを明確に伝える。 

＜ポイント＞ 

学校だけで抱え込まない。法的観点も踏まえて対応する。 

 

イ　対応の制限・終了の検討 

暴言、威圧、長時間拘束（膠着してから概ね１５分～３０分程

度）等が見られる場合、行為の中止を要請する。 

改善が見られない場合は、対応の終了を伝える。これに応じな

い場合、警察等の関係機関に連絡する。 

対応を終了した場合、その旨を市教育委員会の担当課に共有す

る。 

＜ポイント＞ 

毅然とした態度で対応する。暴行脅迫等の明らかに違法行為が

あるときは即時通報する。恐怖を感じた場合、その旨を相手に複

数回伝える。業務が妨害されていることを伝える。 

 

ウ　対応後のフォロー 

(ｱ)　教職員のメンタルケア 

管理職は、対応した教職員のメンタルヘルスケアに取り組む
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とともに、必要に応じてメンタルヘルス相談窓口（公立学校共

済組合広島支部ＨＰ）を活用する。 

(ｲ)　フォローアップ 

事案への対応終了後も保護者等との関係は続くため、必要に

応じて市教育委員会と連携し、関係者に対してフォローアップ

を行う。 

 

エ　再発防止措置 

学校側の対応等における問題や、保護者等とのコミュニケーシ

ョン不足がなかったか振り返りを行い、改善を図る。 

「社会通念上許容される範囲を超えた言動」への対応方針につ

いて再度周知し、再発防止に向けた措置を講じる。 

 

(4)　録音等について 

社会通念上許容される範囲を超えた言動への対応を行う場合、内

容の正確な記録や相手の不当な圧力を抑止するため、必要に応じて

ボイスレコーダー等を活用することが有効です。その際は、次の点

に注意する必要があります。 

 

ア　事前の告知 

録音する際は、原則として、事前にその旨を相手に説明した上

で録音する。 

「内容を正確に記録するため、録音させていただきます。」

「お互いに録音しましょう。」　　等 

 

イ　録音した内容の管理 

録音する会話には、児童生徒や保護者等の個人情報が含まれる

場合があるため、学校所有のボイスレコーダー等を使用する。 

※　教職員が私有するボイスレコーダー、スマートフォン等は使

用しない。 

録音データは個人情報保護の対象となる場合はあるため、適切
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に保管し、必要な者以外が閲覧できないように取り扱う。また、

不要となった場合には適切に廃棄する。 

 

ウ　相手からの申し出 

相手から録音したい旨の申し出があった場合は、個人情報保護

の観点から、録音データを第三者に提供しないよう協力を求める。 

録画したい旨の申し出については、教職員のプライバシー保護

の観点からお断りする。 

 

(5)　市教育委員会による支援体制 

社会通念上許容される範囲を超えた言動に該当する恐れがある場

合、市教育委員会の担当課が総務課（法務専門員等）と連携し、学

校の対応を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保護者等

学校

市教育委員会担当課

総務課（法務専門員等）

意見や要望、相談等

意見や要望、相談等のすべてが

「社会通念上許容される範囲を超え

た言動」に該当するわけではなく、

多くの相談は不安や心配を背景とし

ているという視点で対応を行う。

対応が難しい苦情・要求等を

受けた場合、担当課と連携

事案に応じて総務課（法務専門員等）

の知見を活用して対応策を検討
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(6)　主な相談先 

学校が対応に悩む際の、市教育委員会への主な相談先は次のとお

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

※　スムーズな連携になるよう、必ず、やりとりの内容を客観的

（５Ｗ１Ｈ）に記録したものを提出してください。 

※　相談の内容によっては、上記と異なる部署に対応を引き継ぐ場

合があります。 

 

(7)　教職員のメンタルヘルスケア等 

管理職は、社会通念上許容される範囲を超えた言動を受けた教職

員のメンタルヘルス等に取り組む必要があります。教職員に一人で

抱え込ませないためには、学校全体でのサポート体制を整備するこ

とが重要です。また、必要に応じて相談窓口を活用することが有効

です。 

 

ア　一人で抱え込ませない体制づくり 

学校全体でのサポート体制を整備する。 

・管理職による声かけ 

・校内での情報共有 

・組織的対応の徹底 

・市教育委員会への早期相談　等 

 

イ　早期発見・早期支援 

社会通念上許容される範囲を超えた言動を受けた教職員のメン

【教育指導に関する要求への対応】　　　学校教育課教育指導係 

【生徒指導に関する要求等への対応】　　学校教育課生徒指導係 

【部活動指導に関する要求等への対応】　学校教育課教育指導係 

【施設設備に関する要求等への対応】　　教育総務課施設担当 

【上記以外に関する要求等への対応】　　学校教育課管理主事 
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タル不調の兆候を早期に発見する。 

・ストレスチェック 

・健康相談 

・管理職による状況把握　等 

 

ウ　相談窓口の活用 

社会通念上許容される範囲を超えた言動を受けた教職員にメン

タルヘルス不調の兆候がある場合、相談窓口の案内や専門の医療

機関への受診を促す。相談窓口に相談した内容は厳守され、不利

益な取扱を受けることはないことを周知する。 

教職員のメンタルヘルスに関する主な相談先は次のとおりです。 

 

【市教育委員会の窓口】 

・学校教育課管理主事 

（電話相談） 0829-30-9208 

( E-mail ） gakkokyoiku@city.hatsukaichi.lg.jp 

 

【心の健康に関する相談窓口】 

　・こころの悩みホットライン（公立学校共済組合中国中央病院）  

（電話相談） 毎週水曜日 15:00～17:00  0120-503-110 

・教職員電話健康相談24（公立学校共済組合本部） 

（電話相談） ２４時間・年中無休 0120-24-8349 

 

【健康福利課保健師によるメール相談】 

　　・教委こころの相談専用アドレス  kyouikokoro@pref.hiroshima.jp


